
横浜市生食用食肉取扱者に関する要綱 新旧対照表 
 

現行 改正案 

（目的） 

第１条 この要綱は、食品衛生法（昭和 22年法律第 233 号）第 11 条第

１項の規定に基づき、食品、添加物等の規格基準（昭和 34年厚生省告示

第 370 号）の一部を改正する告示（平成 23 年９月 12 日付け厚生労働省

告示第 321号。以下、「告示」という）及び食品、添加物等の規格基準の

一部を改正する件について（平成 23年９月 12日付け食安発 0912 第７号

厚生労働省医薬食品局食品安全部長通知。以下「部長通知」という。）に

基づき、生食用食肉による食中毒の発生を防止するため、認定生食用食

肉取扱者の資格・養成講習会、生食用食肉取扱者の届出等に関し必要な

事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、告示及び部長通知に準ずる。

また、それ以外の用語の意義は、次に定めるところによる。 

(1) 食品衛生責任者とは、横浜市食品衛生法に基づく公衆衛生上講ずべ

き措置の基準に関する条例及び施行規則に規定された者をいう。 

(2) 生食用食肉取扱者とは、法第 48 条第６項第１号から第３号までの

いずれかに該当する者、同項第４号に該当する者のうち食品衛生法施

行令（昭和 28 年政令第 229 号）第 35 条第 13 項に規定する食肉製品

製造業（法第 48 条第７項に規定する製造業に限る。）に従事する者及

び認定生食用食肉取扱者をいう。 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、食品衛生法（昭和 22年法律第 233 号。以下「法」

という。）第 13条第１項の規定に基づく、食品、添加物等の規格基準（昭

和 34 年厚生省告示第 370 号）の一部を改正する告示（平成 23 年９月

12日付け厚生労働省告示第 321号。以下「告示」という。）及び食品、

添加物等の規格基準の一部を改正する件について（平成 23年９月 12日

付け食安発 0912 第７号厚生労働省医薬食品局食品安全部長通知。以下

「部長通知」という。）に基づき、生食用食肉による食中毒の発生を防

止するため、認定生食用食肉取扱者の資格及び養成講習会、並びに生食

用食肉取扱者の届出等に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、告示及び部長通知に準ずる。

また、それ以外の用語の意義は、次に定めるところによる。 

(1) 食品衛生責任者とは、食品衛生法施行規則第 66 条の２第１項に

基づく別表第 17第１号に規定された者をいう。 

(2) 生食用食肉取扱者とは、法第 48 条第６項第１号から第３号まで

のいずれかに該当する者、同項第４号に該当する者のうち食品衛生

法施行令（昭和 28年政令第 229号）第 35条第 15 号に規定する食肉

製品製造業（法第 48 条第７項に規定する製造業に限る。）に従事す

る者及び次条に規定する認定生食用食肉取扱者をいう。 

 

 



現行 改正案 

（認定生食用食肉取扱者） 

第３条 告示２（3）に規定する、都道府県知事若しくは地域保健法（昭

和 22 年法律第 101 号）第５条第１項の規定に基づく政令で定める市及び

特別区の長（以下「都道府県知事等」という。）が、生食用食肉を取り扱

う者として適切と認める者は、次のいずれかに該当する者とする。 

 

(1) 市長が実施する、若しくは市長が指定する生食用食肉の安全性確

保に必要な知識を習得する講習会（以下「認定生食用食肉取扱者養

成講習会」という。）の課程を修了した者。 

(2) 食品衛生責任者になるための資格を有する者（ただし、告示２(3)

に規定する食品衛生法及び食品衛生法施行令に基づく資格を除く、

及び加工を行う施設に従事する場合は、次条に規定した認定生食用

食肉取扱者養成講習会の課程を修了した者に限る）。 

 

(3) 他の都道府県知事等が、認定生食用食肉取扱者として認める者。 

 

（認定生食用食肉取扱者養成講習会） 

第４条 前条の認定生食用食肉取扱者養成講習会における講習の項目は

次に掲げるとおりとする。なお、受講者が生食用食肉の加工を行う施設

の食品衛生責任者の場合は、(3)に規定する項目について受講を免除する

ことができる。 

(1) 生食用食肉の規格基準（１時間） 

(2) 生食用食肉の取扱いに係る留意事項（病原微生物の制御、加熱殺

菌の条件設定等（１時間） 

(3) 食肉に関する衛生管理（腸管出血性大腸菌等のリスク、交差汚染

（認定生食用食肉取扱者） 

第３条 告示第１食品の部Ｄの生食用食肉の２(3)に規定する、都道府

県知事若しくは地域保健法（昭和 22 年法律第 101号）第５条第１項の

規定に基づく政令で定める市及び特別区の長（以下「都道府県知事等」

という。）が生食用食肉を取り扱う者として適切と認める者（以下「認

定生食用食肉取扱者」という。）は、次のいずれかに該当する者とする。 

(1) 市長が実施する、若しくは市長が指定する生食用食肉の安全性確

保に必要な知識を習得する講習会（以下「認定生食用食肉取扱者養

成講習会」という。）の課程を修了した者。 

(2) 食品衛生責任者になるための資格を有する者（ただし、告示第１

食品の部Ｄの生食用食肉の２(3)に規定する食品衛生法及び食品衛

生法施行令に基づく資格を除く、及び加工を行う施設に従事する場

合は、次条に規定した認定生食用食肉取扱者養成講習会の課程を修

了した者に限る）。 

(3) 他の都道府県知事等が、認定生食用食肉取扱者として認める者。 

 

（認定生食用食肉取扱者養成講習会） 

第４条 前条の認定生食用食肉取扱者養成講習会における講習の項目は

次に掲げるとおりとする。なお、受講者が生食用食肉の加工を行う施設

の食品衛生責任者の場合は、第３号に規定する項目について受講を免除

することができる。 

(1) 生食用食肉の規格基準（１時間） 

(2) 生食用食肉の取扱いに係る留意事項（病原微生物の制御、加熱殺菌

の条件設定等（１時間） 

(3) 食肉に関する衛生管理（腸管出血性大腸菌等のリスク、交差汚染防
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防止対策等）（１時間） 

２ 認定生食用食肉取扱者養成講習会（ただし、同条第５項に定める組

合等の団体が開催する場合を除く）を受講しようとする者は、認定生

食用食肉取扱者養成講習会受講申込書（第１号様式）を、保健所長に

提出すること。 

３ 保健所長は、認定生食用食肉取扱者養成講習会を修了した者に対し

て認定生食用食肉取扱者養成講習会修了証（第２号様式）（以下「修了

証」という。）を交付し、認定生食用食肉取扱者養成講習会修了者名簿

（第３号様式）に必要事項を登録する（ただし、同条第５項に定める

組合等の団体が開催する場合を除く）。 

４ 保健所長から修了証の交付を受けた者は、修了証を紛失し、若しく

は損傷し、又は記載事項の変更があったときは、認定生食用食肉取扱

者養成講習会修了証書換・再交付申請書（第４号様式）を保健所長に

提出し、書換又は再交付を受けること。 

５ 前条第１項第１号に規定する認定生食用食肉取扱者養成講習会を組

合等の団体が開催する場合は、次によるものとする。 

(1) 講習会を開催するものは、食品衛生の発展・向上等に相当  の

実績を持った組合等の団体に限ること。 

(2) 講習会を開催するにあたっては、認定生食用食肉取扱者養成講習

会指定申請書（第５号様式）に必要事項を記載の上、市長あて申請

し指定を受けること。 

(3) 申請書には実施計画、実施内容等を具体的かつ詳細に記載するこ

と。 

(4) 講習会は、組合等団体加入者以外の者でも受講できるものである

こと。 

止対策等）（１時間） 

２ 認定生食用食肉取扱者養成講習会（ただし、同条第５項に定める組合

等の団体が開催する場合を除く）を受講しようとする者は、認定生食用

食肉取扱者養成講習会受講申込書（第１号様式）を、保健所長に提出す

ること。 

３ 保健所長は、認定生食用食肉取扱者養成講習会を修了した者に対して

認定生食用食肉取扱者養成講習会修了証（第２号様式）（以下「修了証」

という。）を交付し、認定生食用食肉取扱者養成講習会修了者名簿（第３

号様式）に必要事項を登録する（ただし、同条第５項に定める組合等の

団体が開催する場合を除く）。 

４ 保健所長から修了証の交付を受けた者は、修了証を紛失し、若しくは

損傷し、又は記載事項の変更があったときは、認定生食用食肉取扱者養

成講習会修了証書換え（再交付）申請書（第４号様式）を保健所長に提

出し、書換え又は再交付を受けること。 

５ 前条第１項第１号に規定する認定生食用食肉取扱者養成講習会を組

合等の団体が開催する場合は、次によるものとする。 

(1) 講習会を開催するものは、食品衛生の発展・向上等に相当の実績を

持った組合等の団体に限ること。 

(2) 講習会を開催するにあたっては、認定生食用食肉取扱者養成講習会

指定申請書（第５号様式）に必要事項を記載の上、市長あて申請し指

定を受けること。 

(3) 申請書には実施計画、実施内容等を具体的かつ詳細に記載するこ

と。 

(4) 講習会は、組合等団体加入者以外の者でも受講できるものであるこ

と。 
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(5) 講習会の講習内容及び講習時間は同条第１項各号に準ずること。 

(6) 講習会の講師は、食品衛生の実務に３年以上携わったことのある

次のいずれかに該当する者であること。 

ア 食品衛生法第 48条第６項第１号又は第２号に規定する者 

イ 食品衛生法施行令第９条第１項第１号、第３号又は第４号 に規

定する者 

(7) 講習会受講修了者に対しては、次の事項を記載した認定生食用食

肉取扱者養成講習会修了証（A4）を交付すること。 

ア 講習会の名称及び開催者の氏名 

イ 受講者の氏名及び生年月日 

ウ 受講年月日及び受講番号 

(8) 講習会終了後、速やかに市長に認定生食用食肉取扱者養成講習会

実施報告書（第６号様式）を提出すること。 

 

（届出） 

第５条 生食用食肉を加工又は調理する営業者（以下「生食用食肉取扱

営業者」という。）は、事前に生食用食肉を取り扱う施設ごとに、生食用

食肉取扱者設置（変更）届出書（第７号様式）（以下「届出書」という。）

を保健所長に提出しなければならない。また、生食用食肉取扱者を変更

したときは、その日から 15日以内に、同様式を用いて保健所長に提出し

なければならない。 

２ 前項の届出書を提出する際には、告示２(3)の規定に該当する者であ

ることを証する書類を提示しなければならない。 

 

３ 保健所長は、第１項の届出書を受理したときは、遅滞なく、当該営

(5) 講習会の講習内容及び講習時間は同条第１項各号に準ずること。 

(6) 講習会の講師は、食品衛生の実務に３年以上携わったことのある次

のいずれかに該当する者であること。 

ア 食品衛生法第 48条第６項第１号又は第２号に規定する者 

イ 食品衛生法施行令第９条第１項第１号、第３号又は第４号に規定す

る者 

(7) 講習会受講修了者に対しては、次の事項を記載した認定生食用食肉

取扱者養成講習会修了証を交付すること。 

ア 講習会の名称及び開催者の氏名 

イ 受講者の氏名及び生年月日 

ウ 修了年月日及び修了証番号 

(8) 講習会終了後、速やかに市長に認定生食用食肉取扱者養成講習会実

施報告書（第６号様式）を提出すること。 

 

（届出） 

第５条 生食用食肉を加工又は調理する営業者（以下「生食用食肉取扱

営業者」という。）は、事前に生食用食肉を取り扱う施設ごとに、生食

用食肉取扱者設置届出書（第７号様式）（以下「届出書」という。）を

保健所長に提出しなければならない。 

 

 

２ 前項の届出書を提出する際には、告示第１食品の部Ｄの生食用食肉の

２(3)の規定に該当する者であることを証する書類を提示しなければな

らない。 

３ 保健所長は、第１項の届出書を受理したときは、遅滞なく、当該営業
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業者に生食用食肉取扱者設置届出済証（第８号様式）（以下「届出済証」

という。）を交付するものとする。 

４ 生食用食肉取扱営業者は、届出済証の交付を受けたときは、遅滞な

く、当該営業施設の見やすい場所に掲示しなければならない。 

   （新設） 

 

 

 

 

 

５ 生食用食肉取扱営業者は、届出済証を破損し、汚損し、又は紛失し

たときは、遅滞なく、生食用食肉取扱者設置届出済証再交付申請書（第

９号様式）を保健所長に提出し、届出済証の再交付を受けなければな

らない。 

６ 生食用食肉取扱営業者は、生食用食肉の加工、調理を廃止したとき

は、遅滞なく、届出済証を保健所長に返納しなければならない。 

 

 
附 則 

この要綱は、平成 24年４月１日から施行する。 

者に生食用食肉取扱者設置届出済証（第８号様式）（以下「届出済証」と

いう。）を交付するものとする。 

４ 生食用食肉取扱営業者は、届出済証の交付を受けたときは、遅滞な

く、当該営業施設の見やすい場所に掲示しなければならない。 

５ 第１項の届出事項に変更があったときは、速やかに生食用食肉取扱

者設置届出事項変更届出書（第９号様式）を保健所長に提出するとと

もに、届出済証の記載事項に変更がある場合は、届出済証の書換え交

付を受けなければならない。また、届出が生食用食肉取扱者の変更に

係るときは、告示第１食品の部Ｄの生食用食肉の２(3)の規定に該当す

る者であることを証する書類を提示しなければならない。 

６ 生食用食肉取扱営業者は、届出済証を破損し、汚損し、又は紛失し

たときは、遅滞なく、生食用食肉取扱者設置届出済証再交付申請書（第

10号様式）を保健所長に提出し、届出済証の再交付を受けなければな

らない。 

７ 生食用食肉取扱営業者は、生食用食肉の加工又は調理を廃止したと

きは、遅滞なく、生食用食肉取扱廃止届出書（第 11号様式）を保健所

長に提出し、届出済証を保健所長に返納しなければならない。 

 

附 則 

この要綱は、平成 24年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和 年 月１日から施行する。 
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